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事務事業名 障害者自立支援調査事業

会計区分 事業類型 法定受託系一般会計

0

事業番号 82

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

健康福祉部

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

担当部

直接実施・

運営

100 委託

平成１８年度 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

障がい者に自立を支援する

2

福祉課

障がい福祉係

32

平成３０年度以降

障がい者（児）福祉

担当課

1

保健福祉

障害福祉サービスを希望する方に対して、認定調査を行い、審査会で適正に審査・判定が

行われるようにする。

・サービスを必要とする方の申請に基づき、認定調査を行い障害者自立支援審査委

　員会にかけた。

・審査委員会の意見をもとに支給量を決定し、受給者証を交付した。

・事業者からの請求を審査し、事業者に法令に基づく支援費を支払った。

　（国：1/2）

【直接経費の内訳】

　普通旅費（59千円）

　消耗品費（15千円）

助成 0

3

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

障害者自立支援法

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

531

2.00

5,398

5,694

6,683

158.4

4,425

2.00

5,559

9,324

2,736

0

0

2.00

5,584

531

1.00

6,769

2,009

2,209

費用合計

1,185 951

0

4,218

62.3

受益者負担

費

用

直接経費

正職員

国・県支出金

対前年比

その他財源

2,250

4,519

一般財源

Ｈ21決算額

　消耗品費（15千円）

　主治医意見書作成手数料（669千円）

　有料道路・駐車場使用料（11千円）

※H24は認定有効期間3年の更新者の認定調査を行うため、直接経費予算額がH23と比べ

て増加している。

無

人件費

従事者数

人件費

0.00

（手段）

従事者数

Ｈ23決算額

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

754

Ｈ22決算額

0.100.10

139.5

Ｈ24予算額

3,234

0.10

3,630

00

2,258

531



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

事業番号

123

－

H21

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

233

－

H23

―

143

認定調査件数

―

成果指標名

認定件数

事業の

達成状況

活動指標名 H22

―― ―

H24H23

82

件

0

－

2

232 188

H21

―

176

件

認定（非該当）

－

0

障害程度区分判定を行うために必要な調査を143人に対して実施し、123名（非該当0

名)の障害程度区分判定を行った。

－

－

H24

今後も、適正な審査・判定がされるよう、適正に調査を実施する。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

適正な審査・判定がされるよう、適正に調査を実施する必要がある。

障害者自立支援法に基づく調査であり、円滑に認定調査を実施できていることから、

現状維持と判断した。

方向性の判定 現状維持

改善案等

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判　定　理　由

一次評価のとおり。現状維持

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

判定理由

障害者自立支援法に基づく調査であり、調査を実施できる職員でないと適正な調査

が実施できない。また、適正な審査・判定ができなくなる。


